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クローテンの経済秩序論の検討
小原久治
はじめに
この小論の目的は，クローテン（NorbertKloten）の経済秩序論の位置づけ，
立論の基礎ないし準備 理論構造を合めた論理展開を吟味し，経済秩序論の形
態論的な特徴と意義を考えるとともに，それに検討を加えることである。この
論理展開は，少なくとも三つの段階に基づいて展開されていると解釈できる。
まず第 lに，クローテンが考える接近方法を用いて経済秩序の特徴を明白に
できる経済秩序論の構成要素を創案している段階である。第2に，クローテン
が自らの経済秩序論をオイケン（W.Eucken）の秩序理念，形態論的思考及びそ
のアプローチをはじめとした形態論的観点から考え この観点に基づく基礎と
して経済体制の3類型を創り出し，論述している段階である。第3に，クロー
テンが自らの経済秩序論に社会秩序の構成要素を導入している段階である。こ
れらの論理展開全体を踏まえた上で，クローテンの経済秩序論における形態論
的な特徴と意義を考えることが必要である。
そのような論理展開はクローテンが経済秩序の構成要素となる「経済秩序」
の決定基準ないし決定要閃を創案し，それに基づいた「経済秩序論Jの形態論
的な図式を創るとともに，経済秩序論の一つの類型を提示するための極めて肝
要な方法論であるとみなすことができる。
このような経済秩序論を立論して論理展開するための方法論を吟味・検討す
ることによって，経済秩序の構成形態の諸要素を見つけ出し，それを用いて現
代の混合経済秩序の一つの類型を定め，あるいは抽出するための示唆を得るこ
とができると考える。
この小論の構成は次のとおりである。
lでは，クローテンの経済秩序論の位置づけをできるだけ確認する。
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2では，その経済秩序論の理論構造を解明するために， (I）～（6）の視点から
吟味する。 (1）では，クローテンの経済秩序論の接近方法を明らかにする。（2)
では，クローテンが創案した経済秩序の構成基準を吟味する。（3）では，その
経済秩序論の形態論的基礎になると解釈できる経済体制の3類型を吟味し，こ
のことが経済秩序の構成形態に役立つ形態論的分析用具・分析方法になってい
ることを強調する。（4）では，その経済秩序論の構成形態を把握する。（5）で
は，クローテンが社会秩序の構成要素を経済秩序論にいかにして導入している
のかを吟味する。（6）では，その経済秩序論の合意としての経済秩序形態論的
特徴を考える。 3では，クローテンの経済秩序論の検討を通じて内在する問題
点を指摘する。特に，経済秩序の構成要素については他の論者の諸要素とも比
較して検討する。その後は，むすびとして，クローテンの経済秩序論の形態論
的意義ないし評価も含めてまとめる。
クロ－テンの経済秩序論の位置づけ
この位置づけは，経済秩序論におけるクローテンの経済秩序論の立論の基礎，
接近方法，準備的展開，論理に加えて，存在意義に関わることである。
クローテンは何よりもまずオイケンの経済体制論や経済秩序論を基盤にした
経済体制や経済秩序の理論構造を構築している。そのため，オイケンの所論1)
の根幹に言及すべきである。
オイケンは「純粋の理念型の経済形態」（reine,ideal typische Wirtschaf-
tsformen) を見つけ，「そのことから現在と過去において具体的な経済秩序を
構成したし，構成する」ことに努めている九あらゆる「純粋の秩序形態j(reine 
Ordnungsformen）は「構成的なJ基本形態，すなわち，「中央指導経済」（zen-
tralgelei tete Wirtschaft），「流通経済」（Verkehrswirt schaf t）である3）。と
りわけ，オイケンがそれらの経済秩序形態を「経済体制」（Wirtschaftssysteme) 
4）と名づけたことは意義深い。
「経済体制と中央指導経済は，公共団体のマクロ経済的日常の誘導が一 つ
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の（原文では ei n e rと文字聞がある。）中央機関（中央当局）の諸計画
に基づいてなされることによって特徴づけられる。それにしても，社会経済が
二つのあるいは四つのミクロ経済から構成され，それによってあらゆる経済計
画が策定され，実施されるならば，流通経済の経済体制が形成される。J5）その
ため， ‘義的な計画は「単純な中央指導経済」（einfachezentralgelei tete 
Wirtschaft) （独自［自己］経済［Eigenwirtschaft］）と「中央管理経済J(Zen-
t ral verwal tungswi rt schaf t)の形態、における中央指導経済を表しているへそ
れに対して，多元的な（少なくとも二元的な）計画は流通経済の基準である。
ここで，通常の疑問がある。どのようにして多くのことが計画されるのか。
オイケン自身が気づいているように 歴史的経験と理論的研究との切り口を見
つけられなくても，その問題意識とその返答において過多の単純化を避けるこ
とカヨできる7）。
そこで，クローテンは次のことに基づいた論証を試みている。
オイケンは，「全体中央指導経済」（totalzentralgelei tete Wirtschaft）と
ともに，その極端な形態としてさらに二つの変種，すなわち，「消費交換の自由
がある中央指導経済」（zentralgeleitete Wirtschaft mi t freier Konsu-
mtausch）と「消費選択の自由がある中央指導経済」（zentralgeleiteteWirt-
schaft mit freier Konsumwahl) を等位に扱うことに気づいている九
理念型を形成する原則の区分が必ずしも同じであるとは限らないということ
である。実際，例えば，ハラァ（H. Haller）は次のように的確に推論してい
る。「オイケンがすでに『混合形態』（Mischformen）を考慮に入れるならば，オ
イケンが結局のところ流通経済の場合に関わるまで，オイケンは他の決定後に
ある決定を個々の決定に移させなければならないであろう。」例
それでもなおまだ問題がある。「消費交換の自由がある中央指導経済」も「「消
費選択の自由がある中央指導経済」も，オイケンの基準によれば，中央指導経
済の変種以外のものとみなすことはできない。厳密な定義の意味では，「ミクロ
経済計画の多様性及び非常に小さな活動領域における家計の自立した分野は流
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通経済の経済経過の構成形態である。この推論は 中央計画の明白な十分な優
位に鑑みて逆説を表すが，まさにその強い形態の実在にもかかわらず，あるい
はよりよい実在のために壊されている。」！日）
クローテンの経済秩序論の位置づけに関する」段と重要な問題がある。それ
は現実の経済秩序がいずれにしてもオイケンの純粋に構成的な基本形態の結び
つきを通じて十分に的確に示すことができるのであろうかということである。
この問題に対して十分で、的確な答を提示できないと考える論者がいる。例えば，
シュタッケルベルク（H.van Stackel berg) 11やメッラァ（H.Moller) 1l1は非
常に懐疑的に表現している。プライザァ（E.Pre i ser) 131 は「誘導経済（ge-
I enk t e W i rt scha f t ）はオイケンの範鴎では十分に把握できない」 14）と説明して
いる。クローテンは，オイケン自身と同様に，慣例的には国家の秩序，社会秩
序15），財産秩序などに関連する補充的な特徴を明確にすると同時に，構成的な
基本形態を組み合わせた使い方をしている lヘ
オイケン学派のへンゼル（K.P. Hensel) の経済秩序論がある17）。これに対し
てライポルト（H.Leipold) は，へンゼルがリーゼ（H.Riese）の秩序理念を
活用して経済秩序論を構築していることはょいとしても，現実の理念型18）を狭
く扱っているため，財産関係をないがしろにしていることだけでなく，計両体
制と誘導体制を強調しすぎていると批判している l則。そのためか，へンゼルは
財産秩序を考慮、に入れることによって現実の理念型の扱い方に関する主題を相
対化している。また，へンゼルは，オイケンと同様に，「秩序形態の中で計画体
制と誘導体制の構成力が出てくるとし寸主題を保持するにもかかわらず，秩序
形態の経済秩序は本質的にかっ本源的に二者択－の計画体制に基づいて，なか
んずく一二者択一の財産関係に基づいて区別していない。」川
その財産関係の把握はむつかしい。このむつかしさは，新自由主義21），こと
にフライブルク学派の中でもオイケンの経済学体系を中心として起きた「市場
と計画をめぐる論争」から得た理解によれば，計画の概念から生じていると考
える。つまり，誰が計画し，誰が資源の不足をどのように扱うのかとし寸計画
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そのものの概念を明確にできないからである。 －般に，計画能力はその処理能
力と‘致することからみて，財産の意義は法的な側面から，つまり財産権から
得ることができる。これに対して 財産法の核心を成す処分権は計画秩序を組
み入れている。しかし，計画秩序を分析する場合， ミクロ経済の処理問題には
関心がなく，認識の巾心にはマクロ経済の調整問題や配分問題がある。このよ
うな分析店法は結果的に経済秩序論の論者が注目する財産問題，すなわち，処
理問題を無視していることになる。そのため，秩序の決定に際して別の方法を
選ぶことが必要になる。つまり，財産秩序は財産法で維持されるものであるが，
「財産秩序（Ei gent urns o rdnung）は決定体制（Entscheidungssystem）の枠内で，
これに対して計画秩序（Planungsordnung）は調整体制（Koordinationssystem)
の枠内でそれぞれ考察され，研究されている。J22) 
オイケンが指摘した「純粋の形態の融合」（Verschmelzungreiner Formen) 
よりも多くの自立した独特の経済秩序形態の類型づくりが考察されている 2:J）。
ベッケラート（E.von Beckera th）は「誘導経済」（gelenkteWirtschaft）と
「計l国経済」（Planwirtschaft）を対比させ，「機能しない市場経済」（Wirtschaft
funktionsloser Markte) とし斗経済秩序形態を提示している判。カムプ
(M. E. Kamp）は「市場秩序と生産誘導がある市場経済」（Marktwirtschaft
mi t Marktordnung und Produkt ions lenlくung) という経済秩序形態を提示して
いるお）。リッチュル（H.Ritschl）は「共同経済の秩序形態」（gemeinwirtschaftli-
che Ordnungsformen）を二元的な経済秩序の枠内で提示しているが，「分配体
制」（Antei1 sys tern) と「統制体制J (Kontrollsystem）なども提示している
制。これらの経済秩序形態の概念説明については割愛する。
以J：.のことだけからみても，クローテンの経済秩序論はオイケンを先駆者と
したオイケン学派の論者の経済秩序論の学説史的発展の系譜に属するものと位
置づけることができる。
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2 ク口－テンの経済秩序論の理論構造
クローテンの経済秩序論の理論構造を把握するために，次の (1）～（6）の
視点から吟味する。この吟味は理論構造把握の一つの方法論で、ある。
( l ) 経済秩序論の接近方法
クローテンの経済秩序論の接近方法は，既述のような論者の経済秩序観，分
析方法，分析用具，論点、などを基底におき，それらに独自の経済秩序観，分析
庁法，分析用具などを縦横に積層させて組み立てたものである。
クローテンはやはりオイケンに依拠した接近方法を用いている。オイケンは
自らの経済秩序形態の形成においてその形態の矛盾した対立に基づき，ヴェー
ノ守一（M.Weber）に依拠した「理念型」町の標徴を指摘する具体的な秩序形態
の限界の場合を考えている。理念型の標徴及び具体的な秩序形態の限界の場合
は「歴史上の個々の現実の見方と相互関係の認識に必要な一般的ニ理論分析や
歴史的に未決定の形態論の手段の一部分の間の確固たる結び、っきの部分である。J
28）純粋に理論的で，そのため時空を越えて成り立つ演緯を可能にさせる経済秩
序形態の精確なモデ、ル条件が必要になる。この意味で，「オイケンの経済体制は
一義的に経済理論の定理及び決して歴史上の新紀元の同等な考察の選択に役立
つものである。」制
次に，オイケンが経済秩序形態論を叙述した意味で創り出した経済体制が実
際に十分なものであるかどうかを分析することが必要になる。この分析には二
つの接近方法がある。一つは，特定の実りがないことはないが，多数の経験的
な事例分析に基づく非常に面倒な接近方法である。もう一つは，オイケンが経
済秩序形態を形成するとき仮定した基本的な区分に関する原則的な議論の接近
方法がある。クローテンは主として第2の接近方法を提示し，次の基準ないし
原則を考えている。経済秩序形態の類型を形成するあらゆる基準は，根本的に
存在した事実（歴史上の唯－無二の経済秩序など）のあらゆる表現形態の決定
的な標徴に相応する。この場合に限り，クローテンは純粋な形態の組み合わせ
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から経済秩序形態モデ、ルの条件を首尾よく導いている。経済秩序の形態要素を
得る場合には，なおさら単純化を試みるべきである。
さらに，クローテンのもっとユニークな接近方法がある。クローテンは，経
済秩序の納得のゆく基準の区別が社会秩序の構造中の他の部門の明白な特徴を
表す標徴も明示するために必要で、あるが，社会的存在が全体や部分において決
まる基本現象があることに着目している。このことから，クローテンは「オイ
ケンの経済秩序の批判的評価において経済秩序形態の諸要素も本質的な特徴も
政治的・社会的構造の上位，下位，あるいは等位の諸部門を特徴づける一つの
批判あるいは二つの十分な補充的な秩序基準J:lO）を創り出そうとしている。
要するに，クローテンの経済秩序論の接近方法はオイケンやオイケン学派の
経済秩序形態を拡充し，適用したものであると言える。
(2) 経済秩序の構成基準
A般に経済社会には「従属関係」というものがある。様々な従属関係はあり
とあらゆる多様性の中で政治現象にも経済現象にも基づいているものであるか
ら，従属関係はあらゆる社会現象を特徴づける要素である。この従属関係は個
人から個人への殆ど日に見えない関係から極端な独裁にまで及んでいる。
ここで問題とすべき課題は，あらゆる社会的影響を及ぼす領域の基本的な構
成形態を検討することではなくて 経済的に重要な根本的事実を把握すること
である。このことは，クローテンによれば，①公共経済の誘導あるいは民間（個
別）経済の誘導の優勢（優位） (Vorwal ten [Dominanz] der offentl ichen oder 
der privaten [individuel len] Wirtschaftsflihrung) と②財産秩序（Ordnung
des Eigentums）に存在する :Jl)。
まず最初に，最初の事実①に注目する。それには次の根幹的な問いが相応す
る。誰が経済経過を決定するのか。誰が公共経済計画あるいは民間経済計画を
支配するのか。これらの問題設定には，異なる意味があっても，やはりオイケ
ンの理念型 (Idealtypen) がみられる。
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クローテンは，純粋中央指導経済（reinezentraigelei tete Wirtschaft）と
純粋流通経済（reine Verkehrswi rt schaf t）を区分するiヘ 純粋中央指導経
済には「唯一・の計両の担い手だ： ~t Jが存在する。管理機構が経済「計画の執行
者」（計画の執行機関）として味方に引き入れるのはその担い手であるへ純粋
流通経済には家計と企業だけが寄在するものとする。それらの経済計画は調整
が必要である。調整の中心は市場であり，調整の手段は価格形成である。現実
のあらゆる経済秩序はある特定の種類の公共経済の誘導と民間経済の誘導の共
存を通じて保たれている。換言すれば，公共経済計画と民間経済計画の間には
経済過程における異なった重要性があり，社会的階序がある。このことは，経
済計画数ではなくて，最終的には経済秩序の構造を明らかにするものである。
中央指導経済がすべて非理念型の形態である場合には，中央経済計画，つま
り中央機関の計画は経済経過すなわち経済「計画権の優先」：仰を決定する。民
間経済計画は経済経過では従属的なものである。つまり，民間経済の誘導の際
には直接的な従属関係は公共の手段，すなわち，ミクシュ（L.Miksch）が概念
規定した従属原則（Prinzipder Subordination) :is）から成り立っている。民間
経済行為の予想、については，公共の中央経済計画の場合には，考慮されている。
そのため，この場合の中央機関は，例えば， ミクシュのその概念を有意義に適
用するために，いわば「内部調整の中央機関J となる市場の調整に対比して，
「外部調整の中央機関」であることを意味する。
これに対して，流通経済がすべて非理念型の形態である場合には，民間経済
主体は経済経過を決定する。その調整はその時々の市場形態に向けられている。
価格形成過程は価格理論に基づいて調整規則（Koordinationsregeln) 36）を立案
できる。この場合，例えば，公的結合（例。経済団体，労働組合など）の管理
的介入が前もってある以上従属もあるが従属は支配的な秩序要素ではない
価格形成，つまり，「市場に即した調整原則」（Prinzipder markrnaBigen Koor-
dinat ion) 37l は体制決定的なことである。クローテンはこれまでの熟考に基づ
いて次のような経済秩序の構成要素に関する命題を導いている38)
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① 現実の経済秩序の本源的基準となることは「公共経済の誘導あるいは民
閉経済の誘導の優位」である。
② 純粋中央指導経済と純粋流通経済と名づ、けた二つの理念型（つまり，両
極端の，あるいは矛盾した）経済体制がある。これらの経済体制では，中
央機関だけか民間経済主体かのどちらかが経済経過を決定する。
③ 純粋中央指導経済から純粋流通経済への思考との構成的な移行の場合に
は，従属原則は市場調整原則の設定によって成り立つものである。換言す
れば，中央機関の調整，つまり，「公共経済計画機関」は常に中央機関の調
整，つまり，「市場」に対照できる。
④純粋（理念型の）中央指導経済が存在する場合には，「全体的従属」（totale
Subordination）について説明している。純粋（理念型の）流通経済を想定
する場合には，純粋流通経済があらゆる面の完全競争経済と一致する場合
において，「全体的調整」（TotaleKoordination）について説明している。
⑤ 純粋中央指導経済では，経済力も政治力もそれらの大きな規模に達して
いる。純粋流通経済では，いかなる重要な政治力も存在せず，経済力は原
子化する。つまり，経済力は経済的に均等になる。
(3) 経済秩序論の形態論的基礎
クローテンの経済秩序論の形態論的基礎を解明することが必要である。その
ためには，様々な視点があるであろうが，ここでは1）理念型と現実型の概念，
2）経済体制の3類型の視点から解明する。
1) 理念型と現実型の概念
クローテンは自らの経済秩序論の形態論的基礎を論究する際に必要な次の：
つの概念を規定している。クローテンは，「純粋に思考上の組み合わせである経
済体制を理念型と名づけ，具体的に想像できる経済体制を現実型と名づける。」
(Wir bezeichnen die Wirtschaftssysteme, die rein gedankl iche Kombina-
t ionen sind, als Ideal typen, solche, die in concreto vorstel lbar sind, 
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a 1 s Rea1 typen. ) 39' 
2) 経済体制の3類型
クローテンは根本的に経済体制を三つの類型，すなわち，①流通経済体制，②
誘導経済体制，③中央指導経済体制に区分している。これらの経済体制の3類
型は完全に硬直した形態諸要素を把握することではない。むしろそれらの類型
は二つの理念型及び多数の現実型の下位形態の上位概念としてのみ把握するも
のである。現実型の経済体制は二つの理念型の極端な形態問の継続的な移行を
形成するものである。
誘導経済体制が現実型を表している場合は，流通経済体制と中央指導経済体
制には理念型の形態、も現実型の形態もある。
そこで、，クロ一テンは次の三つの経済体制を考える40
①流通経済体制（Systern der Verkehrswi rt schaf t) 
民間経済計画が経済経過（i）だけを，あるいは (i）それに超越して決
定すれば，流通経済体制（市場に即した調整の優位［Primatder marl《tma/3ト
gen Koordination］）が考えられる。
②誘導市場経済体制（Systemder gelenkten Marktwirtschaft) 
公的結合が主としてその目的設定を明らかにし，民間経済主体の計画の
白面を取り除かずに，その目的設定を経済経過への直接介入を通じて実現
するものとみなせば，誘導市場経済体制が考えられる。
③ 中央指導経済体制（Systemder zentralgelei teten Wirtschaft) 
(i) 中央指導経済計画が一つだけ存在し， (i）民間経済計画が経済経
過を重要でない分野においてのみ影響を及ぼせば（従属原則），中央指導経
済体制が考えられる。
これらの経済体制のそれぞれの下位形態をクローテンは次の図式で類別する41）。
① 流通経済体制（調整の優位）
( i ) 理念型の流通経済
全体的調整。公共部門の経済活動はない。
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( i ) 現実型の流通経済
（ア） 租税があり， 一般的な公共の課題に気づいている流通経済
（イ） 公的結合による市場秩序（競争経済への方向づ、けをする場合の
公的結合の市場調整介入）がある流通経済
② 誘導市場経済体制
(ii) 市場介入及び生産誘導がある市場経済
(iv) 市場介入，生産誘導及び価格規制がある市場経済
③ 中央指導経済体制（従属の優位）
( v) 現実型の中央主導経済
（ア） 消費部門における民間経済の財生産の少ない部門及び消費選択
の自由がある中央指導経済
（イ） 消費財の交換の自由がある中央指導経済
(vi) 理念型の中央指導経済
完全従属。いかなる種類の民間経済活動もない。
このクローテンの経済秩序論の構成形態の図式では，①流通経済体制→②誘
導市場経済体制→③中央指導経済体制になるにつれて，公共経済の誘導の激し
さは増大する（つまり，従属の優位が目立ってくる）のに反して，③中央指導
経済体制→②誘導市場経済体制→①流通経済体制になるにつれて，民間経済の
誘導の激しさは増大する（つまり，調整の優位が目立ってくる）。この点にも経
済秩序の構成要素と経済体制との関連が提示されている。
三つの経済体制のうち，②の誘導市場経済体制の場合，「誘導経済では，マク
ロ経済経過は中央指導的であるが，それでもなお経済法制は管理経済的な特徴
を支えているのではなくて，市場経済的な特徴を支えている。J相
また，それらの下位形態の類別の中で，②の誘導市場経済体制の類型を「市
場秩序があり，生産誘導がなされる‘市場経済J (Marktwirtschaft mi t Markt-
ordnung und Produktionslenkung) 43iであると特徴づけるカンプ（M. E. Kami〕）
の見解がある。この見解には，民間の生産者が公的結合に公布した規則と財の
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生産決定，例えば，労働決定，生産量割当数などを行う民間企業に対して特に
適用される国家的に規制した市場流通が存在するJ叫という考え方が表されて
いるが，「市場秩序J(Marktordnung) という用語は用いられていない。この用
語は「オルド」（Ordo)45iの意味にも理解されているからである。
前記のクローテンの場合，現実型の経済体制は体制要素を詳しく決定する場
合，副次的意義及び経済体制のまったく異なった決定基準を創り出して両極端
の理念型への移行を経済体制の構成形態への移行の形で考えている。しかし，
この移行では根本的にすべて民間経済計画と公共経済計画の意味が分かれてい
る。その現状をみる限り，独自の型だけが際立つている。それは典型的な段階
を市場機能の縮小で、表しているとみなすことができる。この縮小は，通常消費
分野，場合によっては中央機関による消費全体の完全な支配に至るまで，市場
規制策や生産誘導策から生じるものである。その場合公共目的の設定の特性
を明確にする施策によって既述の類型化を完全なものにすることも修正するこ
ともできる。しかし，公共の目的を説明しても，「公共目的の設定の性格，すな
わち，何よりもまず法的・社会的組織の意図した構成を『経済秩序のある世界』
の決定部門として明白にしなければ」へ根本的には何も得られない。
そこで，クローテンは現実型の経済体制を区分する。この区分の基準は，意
図した公共の諸施策が体制整合的な諸施策であるかどうかということである。
このことは十分に意味のあることである。現実型②の（i i）では，クローテン
は公的結合が経済経過の構成の際に競争に打ち勝ち，しかも正当な秩序を通じ
て自らの目的に適う可能性を考慮、しようとしているのに対して，現実型③と現
実型④ではあり得る，しかも非体制整合的な諸施策の厳密な叙述で経済政策の
内容を十分に書き直すことができる可能性があるものとクローテンは考えてい
る。現実型の経済体制の区分については，このような解釈ができる。
(4) 経済秩序論の構成形態
クローテンは自らの経済秩序論を形態論的に構成してし＝く場合に，何よりも
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まず，オイケンがその著『国民経済学の基礎』 （WeGrundlagen d，θr NaUonal-
okonomje, 6. Aufl., Berlin 1950；大泉行雄訳『国民経済学の基礎』勤草書
房， 1952年）において提議した考え方，すなわち，「経済秩序と財産の関係」
(das Verhal tnis zwischen Eigenturn und Wirtschaftsordnung) 47l に着目して
取り組んでいる。
実際，「財産関係」は現実の経済秩序の特徴を表す標徴ないし基準であるか
ら，「財産関係」の構成には根本的な意義がある。そのため，本源的基準として
「公共経済の誘導あるいは民間経済の誘導の優位」とともに，「財産秩序」を考
えるべきである。この意味で経済的にみた場合の「補充基準」が必要になる。
クローテンが「補充基準」として用いるのは，①私有財産の優位，②私有財産
と公有財産の競争的な組み合わせ，③公有財産の優位の三つの「財産秩序」
(Eigenturnsordnung）の形態で、ある48)
理念型の基本形態は， (i) 単独所有（単独財産）と (ii）包括的な公的所有
（公有財産）であるへ両極端の聞には，財産配分，すなわち，財産所有関係の
配分の可能性が実際にある。
このことから具体的な経験に基づいて財産秩序と経済秩序とに対応する組み
合わせを導くことができるであろうか。この問題が持ち上がる。「例えば，私有
財産の現存在から生み出すことは，そこでは主として『流通経済的に』経済行
為を行う」ことは見当違いであり，「もちろん財産権は経済秩序の構成にとって
枝葉末節なものではないが，財産権ではある特定の経済秩序は実現しない」も
のと考えられる50）からである。
この考え方は，単純な中央指導経済の例や本源的ではあるが，ささいな社会
的分業だけを明示したマクロ経済を前提としてきたオイケンの前著の見解であ
る。この考え方はオイケンの『経済政策原理』 （Grundsatzeder Wfrtschafts-
poUUk, 3. Aufl., Tubingen 1960；大野忠男訳『経済政策原理』勤草書房，
1967年）の見解とはかなり異なっている。後著の見解では，財産秩序が他の社
会的構成要素，例えば，勢力現象と並んで，前面に強く押し出されている。「経
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済経過の本質的な部分の中央誘導は長い間私有財産と結びつけていくことがで
きるが，中央誘導が断固として実行されるべきものであれば，中央機関による
生産手段の引き継ぎは私有財産を当然廃止させるJ51）とオイケンが述べている
からである。このことを，その後，オイケンは逆の因果関係の観点から本質的
にはっきりと次のように考え直している。「国家が集団的財産（Ko1 ekt i ve-
eigentum) における生産手段の大部分を引き受ければ，国家は経済経過の中央
指導政策を強制せざるを得なくなる」聞と。さらに，オイケンは，競争経済を
見通して，「競争秩序（Wettbewerbsordnung）の実現のために，生産手段の私有
財産が不可欠であることJ53）を非常に強調している。これらのことは，オイケ
ンが経済秩序と財産秩序との関係を特徴づける組み合わせを認めていることを
明白に表している。つまり 「経済体制と財産秩序との関係」を築くとともに，
財産秩序を経済体制の特徴を表す「従属基準」として用いることをオイケンが
確認しているわけである。そこで，クローテンも，そのような関係と基準を用
いているわけである。
以上のことをクローテンは次の図式にまとめている。
図3-I クローテンの経済秩序論の図式
優位．
私有財産
私有財産及
び公有財産
優位：
公有財産
自由流通経済 中央指導経済
に思考上の
組み合わせ
の令貢I或
資料： Kloten,N., ,Zur Typenlehre der Wirtschafts-und Gesellschaftsordnungen“， 
Ordo, Bd. 7, 1955, S. 135. 
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この図式は，経済秩序と財産秩序との主に思考上の組み合わせと本質的な歴
史上の組み合わせを図示している。その際，単純化のために，一方では，極端
に自由な市場経済から極端な中央指導経済まで，他方では，唯一の私有財産か
ら唯一の公有財産までの連続した移行を仮定している。それによって，組み合
わせを唯一つ指定する代わりに，移行領域を含めた組み合わせの領域を示すこ
とができる。この図式は二つのあらゆる法的組織と社会的組織で構成した諸要
素の結びつきを表すので，あらゆる歴史上の経済秩序を分析する場合には極め
て重要な相互関係，もちろん法律関係の性格を持たない相互関係の特徴を表す
ものである。
図式には四つの組み合わせの領域がある。
領域1：理念型の市場経済と理念型の中央指導経済の領域
これらの経済体制ともっぱら私有財産ないしもっぱら公有財産の
極端な場合との組み合わせの領域である。
領域2：現実型の経済体制と現代の分業が成立した経済の存在以来の歴史上
で対応する財産諸関係との組み合わせの領域
領域3：現実型の経済体制と歴史的に検証可能であっても両立しない財産諸
関係との主に思考上の組み合わせの領域
領域4：主に思考上の組み合わせも主に歴史上の組み合わせも明白に考慮さ
れていない組み合わせの領域としての移行領域
このような形態論的な思考でクローテンは経済秩序論の構成形態を想定して
いる。
( 5) 経済秩序論への社会秩序の構成要素の導入
クローテンは，経済秩序論における経済秩序の構成要素やその基準に加えて，
社会秩序の構成要素も経済秩序論の決定基準ないし決定要因として導入してい
る。この点は一つの特徴である。経済秩序と社会秩序は，国家の形態と並んで，
法的組織と社会的組織の二つの決定的な形態であり そのような独立した様々
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な法律現象や社会現象としても在在するものである。
本来は現代の複雑な社会学の体系を導入した上で，考察を進めたHがよいわ
けであるが，クローテンはどうしても必要な社会秩序の構成基準を取り上げる
ことにとどめている。その基準として，クローテンはあらゆる社会秩序には社
会階級と社会集団の間で何らかの方法で設けた「従属関係」があることを指摘
し，「従属基準」を挙げる。つまり，クローテンは社会的圧力団体間の従属関係
の度合いを考える場合には，社会体制を分類するための固有の区分基準となる
「従属基準Jをある特定の観点に基づいて形成した社会秩序の理念型及び現実型
とみなしている。その上で、 クローテンは政治的社会的な様々な経過が他の政
治的に従属した社会階級に比べて一ぬつの，あるいは若十二の社会階層の異なる優
位によって，換言すれば，政治的勢力関係によって大幅に決まることを仮定附
した上で，次の凶式が成り立っと考えている。
① 強い社会階級に依存した体制
(i) 最大限依存した理念型。すなわち，支配階級が絶対的な勢力を行使
する社会体制である。
(ii) 現実型A。すなわち，支配階級が制御しない活動領域が実践的に意
義を持たない社会体制である。
② 普通の社会階級に依存した体制
(i) 現実型B。すなわち，支配階級が政治事象に直接影響を及ぼすが，
支配階級の政策がはなはだ危険な状態にはならない社会体制である。
(ii) 現実型C。すなわち，支配階級の従属がまだ弱く受け入れられてい
るというような大きな影響を政治事象に及ぼす社会体制である。例え
ば，西欧諸国の民主国家の典型である。
③ 弱い社会階級に依存した体制
(i) 現実型D。すなわち，支配階級への従属が取るに足らないので，実
践的に政治力の均衡が存在する社会体制である。
(ii) 弱い従属に依存した理念型。すなわち，政治力の均衡が完全である
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社会体制である。
このような体制形成の場合でも，クローテンは四つの現実型の形成を通じて
段階的な形態で相互に結びついている二つの極端な理念型を区分している。こ
れまでに記述した経済体制と社会体制の聞に典型的な関係があることを首尾よ
く立証すれば，本源的基準の方向と合目的性のための幅広い論証ができるもの
と思われる。
クローテンはその論証を企てる場合にも，．やはりオイケンやボェームの次の
ような論証方法に依拠しているので，何よりもまず，両者の考え方と論証方法
の核心を吟味することが必要になる。
オイケンが経済秩序と国家秩序（ここでは社会秩序と同義）との相互関係に
ついて考察する場合に，社会秩序を国家形態と突き合わせ，二つの典型的な関
係の間で導き出そうとするのは当然のことである。日）その解決はこの小論には
属さないような課題がありすぎる。ここでは 国家（社会）秩序に関する研究
では，国家形態の法的に直面する性格づけよりも社会秩序の社会学的分析（オ
イケンやボェームの分析）をしようとしたことに言及するだけである。典型的
な国家形態の分類学は社会学的手段の補充によって完全なものにすることに役
立っている。
オイケンは，「専制政治」，従って現実型Aが永久に「生産過程の誘導を計画
の自由それ自体の排除を通じて引き受ける」刷という傾向があることを強調す
る。そのため，生産過程の誘導は中央管理経済（zentralverwaltungswirト
schaf t）になりやすい。また，ボェームは「中央の経済計画の実施は測り知れ
ないほど強い執行権の行使を殆ど拘束されない全権」 57）に求めている。中央管
理経済は民主国家の終震を意味する。悶シュムベータァ (J.Schumpeter）も政
治分野が市民の図式を通じて負わされる自動的抑制問題の不備を指摘している
ほどである 0 59）しかし，このような異論は異常に意義深い。歴史的事実につい
ても，一方では，中央管理経済と社会階級への大きな従属が機能的に対応し，
他方では，自由流通経済と社会階級へのささいな従属が機能的に対応するとい
- 275 (463）一
う命題を主張しているからである。
これらの主張に対して，ボェームは次のことを指摘する。「いわゆる市場の法
律は，（中略），知識としては，うわべだけを最大限に追求し，技術的に最も綿
密に考え抜いて完壁なものにした日常的時間的な国民投票による民主制，一般
に存在している朝から番まで、ず、っと続く国民投票，すなわち，民主制の技術的
に最も理想的な現象形態以外の何ものでもないことが分かる。」附流通経済はそ
れ自体が民主的な事情にあるので，流通経済は政治的な民主制における最も完
壁なことに適応する0 61）このようなボェームの見方は 経済体制と社会体制と
の典型的な組み合わせを創ることができる経済秩序と社会秩序の間の特徴を示
す諸関係があるということに基づいていないことが分かる。その見方に全面的
に賛成できない点もあるわけである。
いずれにしても，財産秩序が社会秩序を特徴づけるための一つの典型的な標
徴を表すのかどうか，従って本源的基準とともに意義があるのかどうか， とい
うことが問題になる。既述のように，クローテンにあっては，財産秩序は経済
秩序の特徴を明らかにする標徴である。また，経済秩序は，社会秩序と同様に，
法的組織や社会的組織の一部分であり，両者間には典型的な関係がある。従っ
て，財産秩序には経済秩序や社会体制を導くためのある従属基準の特徴がある。
経済体制の場合と同様に，ここでもせめて社会体制と財産秩序の聞の理念型と
現実型のそれぞれの組み合わせの図式を創る可能性の有無を検討すべきである
カえいまのところクローテンはそうしていない。
(6）経済秩序論の含意としての経済秩序形態論的特徴
クローテンの経済秩序論の合意は何であろうか。クローテンの経済秩序論に
おける経済秩序形態論的特徴を抽出して明らかにすることが必要になる。
既述のように，クローテンは自らの経済秩序論の経済秩序の構成要素につい
て，「公共経済の誘導あるいは民間経済の誘導の優位Jを現実の経済秩序の本源
的基準とみなしている。クローテンは錯綜した複雑な公共経済の誘導及び民間
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経済の誘導については多くの明確な特徴があることを論証するために，純粋の
様々な構成要素とともに，「具体的な秩序形態の現実型（決して理念型ではな
い。）を全面に押し進めるために」ベ様々な「混合」経済形態の特定の標徴を
提議している。
クローテンは，既述のように，純粋な思考上の組み合わせである経済体制を
「理念型」と名づけ，具体的に考えられる経済体制を「現実型」と名づける。実
際，クローテンを手本にして，理念型を明白に際立たせるために，両極端の基
本形態、である「全体中央管理経済J (Totale Zentralverwal tungswirtschaft) 
と「純粋市場経済」（reineMarktwirtschaft)の中間形態を現実型とみなすこ
とは妥当なことであると考える。具体的に存在する現実の様々な経済秩序形態
の場合には，大抵少し強い論理的な体制の相互関係がある場合には，主として
純粋な思考上のモデ、ルを表す経済的な理念型は常に強し3体制論理の諸要素を明
示している。
このことは，例えば，価格形成過程をみれば明白である。純粋流通経済（こ
れは市場経済を意味する。）のモデルでは，価格形成過程はモデ、ルの前提の論理
事情からみてまったく特定の秩序原則に従って殆ど自動的にかっ的確に予見で
きる。これに対して，中央管理経済の諸要素を多少とも押し通している市場経
済の場合には，その意味の価格形成過程は体制論理的にかつ的確に予見できな
いまま経過する。実際，具体的な経済秩序には混合形態の性格があり， -.部自
立した明確な特徴を示している。そのため，それによって多くの中央管理経済
的に指向した秩序 あるいは多くの市場経済的に指向した秩序との決定的な相
違はぼやけなくなる。そのため 現実型の形成は理念型の形態論的手段の補充
に役立ち，具体的な研究に活用できることである。
クローテンは根本的に経済体制を三つの類型に区分するが，これらの類型は
「完全に実情に合わない様々な形態要素の組み合わせとして把握せず，両方の理
念型の下位形態と多数の理念型の下位形態の上位概念としてのみ把握できる。
理念型の経済体制は両方の理念型の極端な形態の間の暫定的処置を形成する。
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誘導市場経済体制は現実型だけを表しているのに対して，流通経済体制と中央
指導経済体制は理念型の形態も現実型の形態も認識するものである。J6:!) 
このような経済体制に関するクローテンの類型論は個々の点において次のよ
うに考えられている。「民間経済計画が経済経過 a) だけを，あるいは b) 主
として（市場に即した調整の優先）を決定すれば，」 fi4) 流通経済体制が存在す
る。さらに広範な区分をする場合，クローテンは市場経済の様式の「全体的調
整J ということで特徴づけるが，公共部門の経済活動では特徴づけることがで
きない「理念型の流通経済」 (Idealtypi sche Verkehrswi rtschaft) と「現実
型の流通経済」（Realtypi sche Verkehrswi rtschaft)を区分する 0 fi5) 
後者の現実型の流通経済は，「租税があり，一般的な公共の課題に気づいてい
る流通経済」（Verkehrswirt schaf t mi t Steuern und Wahrnehmung al I geme-
iner凸ffentlicherAufgaben）として表すか，あるいは「公的結合による市場
秩序（競争経済への方向づ、けの際の公的結合の市場規制介入）がある流通経済」
(Verkehrswi rtschaft mi t Marktordnung durch offent I ichen Verband [ma-
rktregelnde Eingriffe des Offentlichen Verbandes bei Orientierung an 
Konkurrenzwi rt schaf t] ）として表している。刷
「民間経済主体の計画の自由を取り除かずに公的結合がその目的設定を優位
において説明し，経済経過において直接介入を実現させようとすれば， Jfi7) 誘
導市場経済が存在する。下位の分類では，クローテンは「市場介入と生産指導
がある市場経済J (Marktwi rt schaf t mi t Markteingr i fen und Produkt ions-
lenkung）と名づけている。刷
中央指導経済体制は， a）ー・つの中央計画だけが存在するか， b）民間の経済
計画に影響を与える（従属の優位）ことにすぎなければ， Jli9) 実現する。この
場合，クローテンは「消費に近い領域における民間経済の財生産をする少数の
部門及び消費選択の自由がある中央指導経済」（zentralgeleiteteWirtschaft 
mit geringen Sektoren privatwirtschaftlicher Guterherstellung in der 
konsumnahen Sphare und mit freier Konsumwahl) を表すか，すでにオイケン
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が指摘しているように 「消費財の交換の自由がある中央指導経済」（zentraト
gelei tete Wirtschaft mi t freien Konsumguttausch）を表すかどちらかである
現実型の中央指導経済（Realtypischezentralgeleitete Wirtschaft）を区分
する。川さらに，クローテンは「全体的従属」が支配し，民間のいかなる経済
活動も存在しない経済を「理念型の中央指導経済」 (Idealtypische zentraト
gelei tete Wirtschaft) と名づけている。 71)
オイケンも強調するように，具体的な経済秩序のための財産秩序の基本的意
義に着服し，経済秩序の構成要素及び経済秩序論の類型化の標徴としてクロー
テンは次の二つの基準を用いる。それらはクローテンが本源的基準とみなす「公
共経済の誘導あるいは民間経済の誘導の優位」と並んで，副次的基準とみなす
「財産秩序」である。
クローテンが注目することは，理念型の両極端，すなわち，単独の私有財産
とすべての包括的な公有財産，財産秩序の実在可能性との間にある 0 72）つまり，
クローテンは財産秩序の3形態，すなわち， (i) 私有財産の優位， (i）私有
財産と公有財産が競合する組み合わせ， (iii）公有財産の優位mを区別する。
さらに，既述のように，クローテンは社会秩序の構成要素も自らの経済秩序
論に導入している。
3 クローテンの経済秩序論の検討
いよいよクローテンの経済秩序論に内在する問題点を指摘し，次にその問題
点の一つの展開ないし理論的整備を試みる。
(l) 内在する問題点の指摘
① クローテンが導いた経済秩序の構成要素に関する命題は，オイケンのよ
うに，現実の経済秩序は純粋の形態要素を適用して説明しようとしたものであ
る。具体的な秩序形態の現実型に対して，純粋の形態要素とともに，特定の標
徴を把握できるような民間経済の誘導あるいは公共経済の誘導を組み合わせた
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ものにはクローテン独自の明確な特徴があるが，そのような説明の仕方は必ず
しも合目的的なものであるとは思われない点がある。「理念型J という概念の
解釈をめぐる論争（対決，解明，取組みなど）刊があるからである。「現実型」
の解釈については殆ど異論はない。
② クローテンの経済秩序論の構成形態に関する図式（図3-1）は極めて
形式的であると思われる。この図式は民間経済主体と公的結合の異なる役割の
観点のみに基づくものであるとみなすことができる。しかし，クローテンが経
済秩序の構成要素，換言すれば，その経済秩序を決定する副次的基準とみなし
た「財産秩序」が現実の経済経過において果たす効果はそれほど重要なことで
はないと思われる。財産秩序の決定権の解決をどのようにして図るのか，国家
が財産の所有者となる場合の財産の処分領域をどこに設定するのかなど，問題
点が残されている。
さらに，財産秩序が現実の経済経過の中で民間経済主体や公的結合に及ぼす
作用ないし影響は極めて多種多様であるから，経済秩序と財産秩序との相互関
係がどのようなものであろうとも，二つの秩序形態の聞に典型的な関係を導く
可能性があるのに，経済経過における「財産秩序の作－用度」が本質的に法的組
織と社会的組織の一つの問題であること，また民間経済計画と公共経済計画の
それぞれの計画の自由度の決定方法にも関連していることなどからみる限り，
財産秩序の作用度は確認できなくなる。
③ その図式は経済秩序の構成要素，経済秩序論の構成形態について論究し
ているので，クローテンの経済秩序論の中核部分となっているが，市場を秩序
づけた流通経済と経済計画を秩序づけた中央管理経済の混合関係や混合経済体
制については殆ど説明していない。 75)
④財産秩序の従属関係あるいは従属原則は市場経済体制における市場形態
の特徴を示す基準となるが，この従属関係あるいは従属原則はそれほど容易に
立証できないことである。市場形態は定義では流通経済とのみ一致する。市場
形態は「公有財産の優位」の体制と結びつくが，「主として思考上の組み合わ
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せ」が問題である。従って，市場形態の分析では「私有財産の優位」は自明の
前提である。
それでもなお，私有財産と市場形態の関係を分析すれば，財産秩序には従属
基準の機能がある。
公有財産と完全競争の市場形態はかなり稀な組み合わせである。公有財産と
独占市場の結び、っきに対しては多数の例を挙げることができる。オイケンは民
間の勢力形成の観点から前述の問題を分析するが，「『私有財産』は市場形態に
従ってまったく様々な性格Jを持ち，「財産法の機能Jに類似して変わることを
強調する。川「生産手段に占める私有財産」は究極的には経済秩序とオルドを用
いて総合されて成り立つ「競争秩序の aつの前提」であり，逆にみれば、「競争
秩序は生産手段に占める私有財産が経済的社会的誤解に至らないための一つの
前提」である 0 77) 
その時々の財産秩序は特定の市場構成とは無関係になる場合がある。私有財
産は多様な競争の経済秩序において大きな意義のある「秩序形成の経済的社会
的に有用な手段」である。 78）私有財産が競争秩序を台なしにすれば，私有財産
はそのような手段となる機能を果たさなくなるであろう。
(2）問題点の一つの展開
私有財産は関連する法律で容認されているので，私有財産は経済秩序に資本
主義的な性格を与えていることになり，流通経済（既述のように，市場経済の
怠味である。）や誘導市場経済に相応している。特に，流通経済では，経済の基
本問題と言えば，個人が私有財産に見つける生産諸要素の能力を使うことによっ
て私有財産の活用，財の自由な交換から決まる「分配問題」である。
公有財産は中央指導経済では容認されている。分配問題は中央指導経済では
明らかである。つまり 分配問題は経済経過の流れでは自動的に責任を負うこ
とではなくて，中央計画機関が任意の形で責任を負うことである。
私有財産にしても公有財産にしてもそれらの財産権は比較的広範な標徴とし
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て経済秩序論の類型化を試みるための考慮の対象になる。特に，経済体制の類
明化の単純なほJj:＼も描くことができる。次のi立！式はクロ←テンに倣って標徴を
組み合わせた ll~Iつの領域から成り立っている。この凶式はシュトライト（M. E. 
Streit）が描いた｜ぎ｜式である。川
｜記［6-I クローテンの経済秩序論の修正凶式
＼＼＼調整行動l I I 
＼二ー一一副｜調和（一致）による｜誘導施策で組み合わ｜指図による管理経
国；＼＼ ｜市場調整行動 ｜せた市場調整行動 ｜済の調整行動財産秩序、＂＇， I I I 
優位．
私有財産
私有財産及
び公有財産
優位
公有財産
極端な類型 l
7 
機能的に
3 
重要な想像
可能な組み合
わせの領域
l 、＼｜
機能的に重要な想
像可能な組み合
わせの領域
4 
極端な類型2
資料： St灯、it, M. E., Theorje der Wjrtsc/Jaftspojj Uk, 4. Aufl., Diisseldorf 
1991, S. 47. 
（注） 医｜式中の数字の意味。 l は全体分権限j計画i経済， 2は全体中央計画経済， 3は純粋
市場経済， 4は中央管理経済， 5は誘導市場経済， Gは国家資本主義， 7は競争社会
主義であるの
領域l：全体分権的計画i経済と全体中央計画i経済の二つの極端な類型
前者の経済では，私有財産だけがqJ能であり，後者の経済では公
有財産だけが可能であるυ
領域2：純粋市場経済，誘導市場経済及び中央管理経済の領域
これらの領域では， ーっか他の財産様式が支配する。
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領域3：経験的に重要で、はなく，また秩序論的観点から大きな機能不足をぶ
した標徴の組み合わせの領域
領域4：領域I～領域3において名づけた類型のどれにも疑問なく階序づけ
ることができない標徴の組み合わせを合めた移行領域
この図式を通じて，シュトライトがクローテンの図式を修正したことは経済
秩序論の形態的論究に貢献していることになる。
しかし，財産権に基づく経済秩序の形態論的な類型形成や類型の分類の場合
には，依然として← 4つの単純化が問題となると考える。この問題点では，シュ
トライトは公的結合に含められる経済同体や労働組合連合会のような資金調達
の特殊な形態は国家と個人の共有財産の可能性と同じように考慮していないし，
経済計両の権限についても考慮していないことが分かる。 I品介経済秩序や移行
領域の経済秩序形態についてもまだ論究が必要であると思われる。その際，経
験的にみて意味のないと思われる標徴を組み合わせて経済秩序形態を考え，想
定する場合には，経済理論の分析方法や分析用具を用いて考究できる可能性が
ある。この可能性によって 現念型の経済秩序と現実型の経済秩序を結びつけ
ていくこともできるものと思われる。
むすび
小論のむすびとして，クローテンの経済秩序論の存在意義，評価も記述する
とともに，それをまとめる。
次の六つのことは他の論者の経済秩序論とは異なることとして，つまり評価
点として指摘できることである。
まず第 lに，クローテンが現実型の基礎を経済経過モデルの形成に際して形
態論の手段の一部分として使っているが，このことは経済秩序論の形態論的形
成において現実を無視できないので，まったく介H的的なことである。
第2に，クローテンは経済秩序の構成要素として財産秩序の「有効性j につ
いて取り組む必要性を提示し 財産秩序の位置づけを本質的な過程において決
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定する他の補充的な分析方法を提示していることである。このことは，財産秩
序と経済秩序との概略的な相互関係とはし＝え，一つのユニークな経済秩序観と
経済秩序の形態論を提議しているので，評価できる。
第3に，クローテンは経済秩序の構成形態における諸要素の特徴を十分に，
しかも的確に際立たせ，経済秩序論の形態論的基礎づけに必要な経済秩序は包
括的な社会構造のある特定の領域だけを表すので，見つけた標徴は他の領域の
本質的な特徴も表示していると考えていることである。クローテンはまたその
ような相互関係を市場形態のぎりぎりの形態における社会秩序の部門領域で明
らかにしている。特定の方式の「従属関係」及び「財産秩序」（ないし財産法）
はクローテンが論究した様々な経済現象や社会現象の主要な標徴を明らかにし
ている。この点もまた評価に値することである。
第4に，オイケンの経済経過様式の欠点、を，まず最初のきっかけとして，オ
イケンの経済秩序形態論の接近方法に戻って「混合」経済秩序の一つの図式を
創り出していることである。この図式はクローテン独自の経済秩序の決定基準
ないし決定要因として重要な役割を果たしている本源的基準「公共経済の誘導
あるいは民間経済の誘導の優位」をめぐる諸問題を明らかにしている。その限
りでは，オイケンの二元論の経済秩序形態論の接近方法から経済秩序論の形態
的基礎となる経済体制について理念型の経済体制に根底をおき，ぎりぎりの「限
界の場合，すなわち，純粋流通経済と純粋中央指導経済」を明白にしている。
それに加えて，それらの経済の間で，政治的・行政的な調整の度合いの激しさ
いかんによって現実の経済秩序は「混合」経済秩序形態として階序づけること
ができることを提議することによって経済秩序論に動態的な変化の視点と考え
方を導入している。
第5に，クローテンの経済秩序論は理念型の経済秩序をぎりぎりの限界の場
合として明白に境界を定めているので，歴史上の経済秩序を把握するため興味
のあるよい見通しをつけているということである。
第6に，クローテンの接近方法は「財産関係J と「誘導体制」を結びつけよ
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うとするものであるが私有財産共同経済の財産及び公有財産以外の財産秩
序として，もっと広範な財産秩序（例。組合や団体の財産）が存在するので，
クローテンの接近方法は，シュトライトの修正図式の接近方法とともに，拡張
できる可能性があるということである。川）
これらの評価点は経済秩序論の学説史的発展の系譜におけるクローテンの経
済秩序論の存在意義を表していることにほかならない。
クローテンの経済秩序論の形態論的特徴は小論の構成内容2の（6) におい
て把握したが，この把握がとりもなおさずその経済秩序論の体系的で，しかも
統」的なまとめになっている。
クローテンの経済秩序論について今後の残された課題は，小論の構成内容3
の検討のところで指摘していることである。
注と参考文献
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Vergleich der Auffassungen von W. Eucken, W. Sombart und A. Spiethoff“， Sch.lb, 
Jg. 64, 1940, s. 87. 「混合形態を考慮に入れなければ，二つの純粋の経済体制だけ
が見つかることは確かに言えることである。制約と自由を何と呼ぶのか。経済行動に対す
る主導権（イニシアティヴ）を何と呼ぶのか。このことは，オイケンの区分と比べれば，相
対的に暖昧な概念である。J (S. 87) 
13) Preiser, E., , Wesen und Methoden der Wirtschaftslenkung“， FA, Bd. 8, 1941, S. 
257. 
I4) Ebenda, S. 257, Anm. I. 
I5）オイケンは「支配的な体制要素J (dominierende Systemelementen）と「補充的な体制要
素J (erganzende Systemelcmentcn）のそれぞれの概念にまったく独自の内容を用いること
を指摘しないで，これらの体制要素について述べている。つまり，これらの体制要素の概
念規定なしに，「社会秩序Jの概念規定の際に，それらの体制要素を用いて説明している。
16）「オイケン自身J とは，ここでは注 1) の後者の多数の書評の中で，オイケンの「経済
体制における財産秩序（S. 270 275；邦訳書， 367373頁。私有財産［Privatei gent um] 
をオイケンが論じたところである。）に対する評論Jのことを指している。
17) Hensel, K. P., Einliihnmg in die Theoriθder Zentrafverwaltungswirtsc/Jalt, 
2. Auf‘l . , Stuttgart 1959. Ders., ,,Grundgesetz Wirtschaftsordnungen. Eine 
ordnungstheoret ische Studi e“， Ordo, Bd. 14 1963, S. 43-62. Ders.，”Verhaltnis 
von AI Iokations-und Wirtschaftssystemen", in Boettcher, E. von (Hrsg. ), Bcitragc 
zum作rg!cichdcr Wirtschaltssystemc, Berl in 1970, S. 37一42.Ders., ,,Wirt 一
schaftssysteme一一一Zwangslaufigkeitoder alternative Gestaltung? 
Bog, I., Gutmann, G., Hensel, K. P., Wirtschaltssysteme zwischen Zwangsliiuligkeit 
und Entscheidung, Stuttgart I971, S. 3-I3. Ders.’”Ordnung der Wirtschaft als 
wissenschaft I iches Problem“， in Hamel, H. (Hrsg.), K. P. Hensel: Systemvergleicf1 
als Gabe. Aulsatze und Vortrage, Stuttgart 1977, S. 1-3. Ders., Grundlormen 
dcr Wirtschaltsordnung. Marktwirtschalt -Zentralverwaftungswirtschalt, 2. Aufl., 
Milnchen 197 4. へンゼ、ルはオイケンの経済秩序形態論を拡充している。そのため，へンゼ
ルの所論もクローテンは導入している。
18) Riese, H. ”Ordnungsidec und Ordnungspolitik -Kritik ei11er wirtschaftspolit 
ischen Konzeption‘； Ky, Bd. 25, 1972, S. 24. 
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19) Leipold, H., Whts（、：!Jaf'ts→ unr/r;esel JsciwltssysteJJJe il 抗？rgleicfJ, 3. Aufl., 
Stuttgart 1981，日. ：~2. 
20) こω引川文はへンゼ、ルの経済秩jが諭に対するライボルト（H. Lei po Id) の論評を引Jlj
したものである。 Leipold, H., a. a. 0., S. 32. 
21) 「新｜’j!fl 主義」（NeoI i bera Ii smus）とは，第2次世界大戦後のドイツに芽生え，理論
［内・実践的に発出していった布）Jな社会経済体制思想で、ある。戦後の各国に大きな影響
を与えたものである。この新臼由主義忠、位、については，野！品武敏教授の卓越した解説で
用解することができる。「新自liJ主義は，まず，戦後復興してきた自由市場経済の現実の
展開とは以別されねばならない。それは，例えば牒史現実をさす資本主義， といった概
念とは異なる。ひとつの社会hi句をd志向する胤担、運動である。だがそれはまた，マルク
スi：義やケインズ学派といったような，ある－人の思想家の思想、体系，ないしはそうし
た体系を中心としたJ思便、運動でもない。そこには学界から実際界にわたるさまざまの人
がふくまれ，介流する学説系譜も－様ではない。いま，この思潮に属する学界の人々，そ
れもおもに経済学関係の人々にかぎってみても，次のようである。
1 フライフゃルク学派ー オイケン（W. Euckcn），ボェーム（F. Bohm），レプケ（W.
Ropkc），エアハル卜（L. Erhard ），ルッツ（F. A. Lutz), 
ミクシュ（L. Miksch), リュストウ（A. Rus tow）。［筆
者挿人は次の代表的な論身である。オーム（H.Ohm），トゥー
フトフェルト（E. Tuchtfeldt)，ゲフゲン（G. Gafgen), 
シャツハトシャーベル（H. G. Schacht schabLc l）‘キュル
プ（B. Kulp) ，メーラァ（F. Mehler），マインホルト
(W. Meinho Id), リーゼ（H. Riese) ，ライポルト（H.
Leipold) ，へンゼル（K. P. Hensel) ，ベッケラート
(E. von Beck era th），カムプ（M. E. Kamp），マン（F.
K. Mann），ズルタン（H. Sul tan），へンゼル（K. P. 
Hensel），ビュッツ（T. Putz）など］
2 移住ウィーン学派一一ミーゼス（し von Mises），ハイエク（F. A. von Hayek), 
ハーパラー（G. von Harberer），マッハルプ（F. Machlup) 
3 ロンドン大学グループ ロビンズ（L. Robbins），グレゴリ（T. Gr・e-gory），べ
ンサム（F. じ． Bentham），ハット（W. H. Hutt) 
4 シカゴ大学グループーナイト（F. IL Knight) ，サイモンズ（H. C. Simons), 
スティグラー（G.Stigler），フリードマン（M.Friedman) 
5 イタリア・グループーエイナウディ（L. Einaudi），プレッシャーニ・テュッロー
ニ（C. Bresciani--Turoni) 
主要な学者でも以_l：のように欧米各国にわたって多様だが，これらの新自由主義の論
者たちは，戦後，世界的な結社である「モンペルラン協会Jを持ち，これも国際的な年
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報『オルド』 (ORDO）によって論陣をはってきた。このことから，新自由主義は，またと
きに「オルド自由主義」（Ordaliberal ismus）ともよばれる。
が，新自由主義の思潮を構成する多様な系譜のうち，実践とも結んで、中心的な役割を
はたしてきたのは，ウィーン学派もそうだが，グループとしてはなんといってもフライ
ブルク学派であり，そのまた中心をなしたのはレプケやボェームとともに，わけでもオ
イケンであった。以下では， ミーゼスおよびハイエクを加えながら， とくにこのフライ
ブルク学派を中心に，新自由主義の思想、をみることにしよう。
新自由主義の思潮は，第二次世界大戦ののちに急に起こったのではない。両大戦のあ
いだ，拡大する国家干渉にたいしてなされた批判運動に源を持つ。まず，ミーゼスが，つ
ぎつぎと場あたりの干渉施策が増えるなかで，統制波及の原則を説いて，これを批判し，
その危険を警告した。やがてはハイエクやオイケンがこれに続いた。が， 1930年代，ナ
チの勃興とその中央管理体制の確立をもって，彼らの危倶は現実となり，その批判運動
もまたほどなく絶望的なものとなっていった。ドイツ語諸国のネオ・リベラリストの多
くは，あるいは禁足にあい，あるいは難を国外に避けなければならなかった。しかし，ナ
チの時代を通して，人間の自由を護りぬこうとする彼らの運動は，衰えることはなく，パ
リやジュネーヴに会して結束をかため，抵抗を続けてきた。ハイエクやオイケンやレプ
ケやミクシュやリュストウなどの主要な著作の多くが，この時代に書かれたものである
ことは記憶されてよいだろう。
が， 1945年，ナチの崩壊と第2次世界大戦の終結をもって，彼らの時代が開けた。 1947
年，彼らはスイスのモンペルランに会して各国のネオ・リベラリストを糾合する『モン
ペルラン協会』を創設した。 1948年，オイケン，ボェーム，レプケ，ハイエクなどの共
同編集で，機関誌『オルド』が創刊された。同じ年，西ドイツでは，フライブルク学派
の支持のもとに，この学派の代表者の－人エアハルトによって， a 挙に自由化にふみき
る『通貨改革』が断行された。そして，翌年，エアハルトは，キリスト教民主同盟（C
DU）からでて経済相に就任し，じらい 20年ちかく，西独経済は『社会的市場経済』の
旗印しのもとに，彼によって指導されることになる。このため，新自由主義はまたしば
しば，西独のこの「社会的市場経済と結びつけて考えられるようにもなってきた。が，す
でに明らかなように，両者を同一視することは，必ずしも正しくはない。「社会的市場経
済」（SozialeMarktwirtschaft）とは，同じくネオ・リベラリストの a人ミュラー・ア
ルマック（A. Mui !er Armack) の造語ではあるが，これは，新自由主義の西独での・
つの実践的展開と見るべきであろう。
ところで，新自由主義は，すべての社会主義を姫否するが，かつての自由主義の復活
を企てるものでもない。彼らの志向するのは，資本主義でも社会主義で、もない，いわば
第一fの体制である。『ネオ・リベラリズム』とし寸呼称自体が，おもに外からつけられた，
彼らにとっては不本意な呼び名である。たとえばオイケンは，はっきりとこの名を阻み，
これは『反対者たちが自分らの批判を容易にするために故意につけた』ものといってい
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る（筆者挿入：「本書で述べられた経済政策の諸原則は往々「リベラル」ないし「ネオ・
リベラル」と呼ばれる。しかし，こういうレッテルはしばじば偏向的なもので，適切と
はいえない。偏向的というのは，反対者が批判を容易なものにしようとする場合がそれ
である。」［Eucken, W., Grundsatze, a. a. 0., S. 374 ；邦訳書， 508頁。］）
この点は，あらかじめまず注意されねばならないことであろう。
(1) たしかに新自由主義は，ナチの国民社会主義であろうと，中央管理の体制はすべ
て厳しくこれを拒否する。このような体制は，第一に人間の自由に対立し，第二に経済
的合理性ももちえない，というのが，根本の理由である。だがこのことは，新自由主義
者たちが，かつての自由主義や現にある資本主義の弁護者になるということではない。資
本主義にたいする彼らの批判は，管理社会主義への批判にもまして厳しい。彼らによれ
ば，自由資本主義は，第一に，勢力支配の自由も放任して競争秩序を害し，第二に，そ
の結果として集中化や独占化が進み 生活基盤を奪われて不安定に浮動する群衆をつく
りあげ，（自己自身の大地にたった真の安定ではなしに）安定をもっぱら国家に求める大
衆の心理傾向をうみだしたのである。そして 例えばこのようにいわれる。かくて『大
都市，巨大企業，根なし草の生活，所有の喪失，人間性の疎外，生命力の衰退，自然か
らの離反， といった妖怪のようなわれわれの状況』がっくりだされた（レプケ）と。（中
略）。
(2) （中略）。ネオ・リベラリストによれば，共有と中央管理の社会主義は，資本主義
と根本的に対立するものではない。むしろ，資本主義での集中化やプロレタリア化の現
実傾向や心理傾向にのっかり，それらを拡大する思想にほかならないのである。それは，
私的集中の公的集中への転化，大多数からの所有の収奪より全人民からの所有の収奪へ
の一般化， したがってそこに期待されるべき生活の安定も，プロリタリア化からの脱却
ではなくて逆にプロリタリア化の拡大，（中略）。つまり，集権化や集産化は問題の解決
とはならず，事態をただ悪化させるだけのことなのである。したがってまた，独占資本
主義にたいする闘いは同時に，管理社会主義にたいする闘いともなるのでなければなら
ない。
(3) 新自由主義は，こうして，自由放任の資本主義と中央管理の社会主義，私的集中
と公的集中，これらの双方を厳しく斥け，両者の否定のうえにたって，根本的に新しい
秩序方向を目指すものとなる。レプケによれば，それは，私的と公的とを問わず，独占
化と集中化の進む時代の『潮流に逆らって泳ぐ勇気』をもった『一種のラジカリズム』で
あり，『保守的どころかまったく革命的な性質』和もったものなのである。ラジカルとは
文字通り『根底』（radix）からということである。こうして志向される体制方向は，た
とえば『根底からの革新』（リュストウ）とか『根本的に新しい体制』（エアハルト），あ
るいは『第三の道』（リュストウ，レプケ， ミュラー・アルマック）とか『新しい性質の
綜合」（ミュラー・アルマック）などとも主張される。
が，ここに『第三の道』（drit ter Weg）とは，自由放任と中央管理のなにか中間とい
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うことではない。たとえばオイケンは，一一ケインズ主義的な完全雇用政策，経済過程
の部分的な中央管理，あるいは自主管理の職能的団体を組みこんだ職分秩序など，どん
な形式であれーー『中間の道』（Mittelweg）はすべてはっきりとこれを拒否している。そ
れらはすべて，価格機構を害し，結局は中央管理に導かずにはおかない，と考えられる
ためである。こうして，新自由主義において『第三の道』とは，資本主義と社会主義と
のあいだということではなくて，両者をともにこえた道ということになる。ではこの道
は，どのような道なのか。オイケンはこれをたんに『競争秩序（Wett bewerbsordnung) 
とよんだ。競争秩序の基本類型としては，やはり自由市場の体制である。ネオ・リベラ
リストの多くがそれを好まないにもかかわらず，彼らの主張が新自由主義とよばれるゆ
えんで、もある。J（野尻武敏「新自由主義の経済体制思想、J，同編著『現代の経済体制思想』
新評論， 1977年（初版第3刷）， 35 41頁，に所収。）
野尻教授は，なぜそのような競争秩序が選ばれ，どの点においてかつての自由主義と
は違うのかについて論じている。
この注21)で記述した新自由主義の「計画」の概念については，鉢野正樹『現代ドイ
ツ経済思想の源流』文真堂， 1989年，の第2章「市場と計画の論争 ーオイケンの経済
学体系ー 」， 34-50頁，で理解できる。
2) Leipold, H., a. a. 0., S. 3. 
23) Eucken, W., Grundsatze, a. a. 0., S. 23；邦訳書， 33頁。
24) Beckerath, E. von，”Wi ssenschaf t und Wi rtschaf t spo Ii tik“， in Beckerath, 
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